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利用目的を見ても

買い物、通院に続き

趣味が第３位となっ

ています。また、習

い事での利用もあり

ます。その他「友人

に会いに行く」など

も含まれています。

高齢者をはじめ、

社会参加や映画など

に出かける大事な手段になっていたことがわかります。

コミュニティバス町屋さくらは、高齢者をはじめ多くの方の

生活（買い物、通院含む）を支えるだけでなく、多様な権利の

保障してきました。また、通勤も少なくありません。現役世代

にとっても居住地選択の重要な条件だったこともうかがえます。

「荒川区の住みよいまちづくりを考える

会」が、コミュニティバスに関するアンケー

ト実施、４月２０日時点で４０６の回答が

寄せられ、結果が公表されました。その一

部ご紹介します。

廃止後２年経過

しましたが、８４

％の方が「町屋さ

くら復活」を求め

ています。（回答

者の約９割が町屋

５、６丁目在住）

廃止後の移動手

段は、徒歩が最多

です。バス停まで

の距離が300ｍを超える地

域が多く、事実上の公共

交通不便地域です。その

ため出かけることが困難

になった方、行動範囲が

狭くなった方が多くおら

れるようです。

こうした調査は、本来区が実施すべきものです。

しかし区は、調査すら拒否する異常な姿勢に固執

し、住民置き去りの姿勢を続けています。住民の

「困った」に寄り

添わないない福祉

の心を忘れた区政

はごめんです。引

き続き町屋さくら

復活、区内全域の

公共交通政策の確

立を求めていきま

す。

裏面 大地震への備えは、区の耐震化・屋内安全対策助成…など

★荒川区地域公共交通会議の大森会長

（宇都宮大学教授）は「コミュニティバ

ス町屋さくらの廃止後、これまでの町屋

さくらの利用者が今はどのようにして外

出しているのかが気になるので、今後調

査して欲しい。」（第17回公共交通会議

議事録より）と指摘。区はどう受け止め

ているのか、責任が問われます。

利用回数も毎日から週

１回までの方が、７割近

くに上ってます。時間帯

も早朝から夕方までが中

心です。

荒川区は、デマンドタ

クシー実証運行を平日のみ、

10時から15時で開始、その後

8時から13時に変更…。利用

実態も調べないで900万円投

入し、結果は、１日0.79人の

利用で終了。これは税の無駄

アンケートでは、「町屋さくら廃止で困ったことは」の設

問もあります。特徴的な声をご紹介します。

▽外出機会、コミュニケーションの減少…「バスがなくなり

友人が会いに来る機会が減少」「コミュニケーションが減っ

た」「友人に会う回数が減った」「駅まで不便になり外出の

機会が減った」…など

▽通院、買い物などの不便さ…「リハビリ、通院、仕方なく

タクシーを何回か利用」「病院や買い物がすごく不便になっ

た」「路線バスの停留所まで行くのが大変」…など

（※タクシー利用による経済的負担への不安が多い）

▽自転車利用の方の不安

「いま自転車を使っているが、いずれ乗れなくなるので不安」

…など同種の声は多数寄せられています。

自治体は、こうした声に応える責務があります。



耐震補強補助 ３５棟
建替え補助 ３２０棟
除却補助 ６８棟
防災ベッド ３件
耐震シェルター ２件

５１０棟
６６７棟
５３棟

※2013年からの累積
（全額都負担）
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耐震化推進事業

不燃化特区・老朽木造
住宅除却・建替え補助

建替え助成
除却助成

※耐震補強は2005年からの
累積（区は25％負担）事業開始時 2023年
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※不燃領域率とは
　市街地の「燃えにくさ」を示し指標。７０％を超えると焼失率
がほぼゼロになるといわれている。
　市街地面積に占める耐火建築物の敷地及び幅員 6ｍ以上
の道路等の 公共施設面積の割合。

不燃化特区の地域

区内の不燃化特区における不燃領域率（％）推移

町屋・尾久地区

荒川・南千住地区

補助内容 補助率
補助

限度額
備考

耐震診断 100% 30万円

15万円

30万円 高齢者優遇

180万円

360万円 高齢者優遇

防火耐震

補強工事

200万円

400万円 高齢者優遇

耐震シェル

ター設置工事
3分の2 30万円

建物所有者又は同

居者が高齢者（65

歳以上）又は障が

い者であること

除却工事 5分の4 180万円

※問い合わせ　区の住まい街づくり課

　３８０２－３１１１　内線２８２６

耐震補強設計 3分の2

耐震補強工事 5分の4

10分の9 500万円 不燃化特区内のみ

耐震建替え

工事
5分の4

荒川区の木造戸建て住宅など補助事業

（旧耐震基準の建物が対象）

一般世帯 特例世帯 一般世帯 特例世帯

感震ブレーカー
（設置工事費）

上限６万円
（助成率1./2）

上限１０万円
（助成率5/6）

家具転倒防止
（器具設置工事）

上限１万円
（助成率1./2）

上限２万円
（助成率10/10）

感震ブレーカ
（器具購入費）

上限５千円
（助成率1./2）

上限１万円
（助成率10/10）

家具転倒防止
（器具購入）

上限５千円
（助成率1./2）

上限１万円
（助成率10/10）

荒川区防災課　3802-3111　内線418

屋内安全対策の補助制度（特例世帯　65歳以上世帯、非課税世帯、障害者世帯など）

荒川区最大の課題である、

木造住宅密集地域の改善・防

災まちづくりはどこまで進ん

だのか？

能登半島地震のあとも日本

列島の北から南まで、震度４

以上の強い揺れが各地で相次

いで観測されています。また、

台湾での大地震もありました。

いつ来てもおかしくない「首

都直下」や「南海トラフ」大

地震への備えは大丈夫でしょ

うか。「防災まちづくり」は、

荒川区の最重要課題です。議

会に報告された防災まちづくりの現状はどうでしょうか。

区は、住宅耐震化について全区的に87％（目標95％）と

公表。木造密集地域は、６割弱と議会で答弁しています。

さらに町屋２・３・４丁目地区などに絞り込むと、地域ご

との実態が浮き彫りになるでしょう。区の支援実績では耐

震補強補助は、20年近くでたった35棟だけです。今後実態

に即した住宅耐震

化のきめ細かい支

援策の充実が求め

られます。

同時に木造密集地域では、高

齢化が進んでいます。地域での

医療、介護、福祉のネットワー

クの構築が急がれます。

☆生活相談は、随時受け付けています。

電話、メール、FAXでも結構です。

☆定例法律相談（お急ぎの方はご連絡ください）

毎月第１月曜･午後６時～８時

横山区議事務所 （☎ 03-3895-0504）

６月３日（月） ７月１日（月）

厚生労働省は５月１４日、マイナンバーカードと一体化した「マ

イナ保険証」の４月分利用率が前月比１．０９ポイント増の６．５

６％で過去最高になったと発表。利用件数も約１２１０万件で最多

でした。しかし依然として利

用は低迷しています。政府は、

この状態でも現行の健康保険

証を１２月２日に廃止し、マ

イナ保険証に一本化する方針

ですが、このままでは大混乱

は必至です。現行保険証の存

続を求めていきます。

※留守の場合は、留守電か以下の電話にご連絡ください。

日本共産党荒川地区委員会 03－3891-6682

日本共産党荒川区議団 03－3802-4627

区は、荒川２・４・７

丁目地区の不燃領域率が

目標の70％を超えたとし

ています。この背景には、ゆいの森など公共施設の建設、

補助90号線の進捗、二峡田小そばの道路拡幅など考えられ

ます。しかし内側は、依然として非耐震の木造住宅密集地

域のままです。数値でなく実態に合わせた対策を進めるべ

きです。

左のグラフは、１

月～３月までの震

度3以上の地震回

数を示すものです

住宅耐震化と屋内安全対策に

ついては、区の助成制度があり

ます。助成額などの引き上げや

対象拡大が必要ですが、地震は

待ってくれません。一刻も早く

実施することが命を守ります。


